鳥取市環境基本計画及び鳥取市地球温暖化対策実行計画（事務事業編/区域施策編）の改訂について
1．背景と趣旨
本市では、平成24年に「第2期鳥取市環境基本計画」、「第3期鳥取市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」、「鳥取市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を策定し、様々な環境保全の取り組みを進めてきましたが、現行計画が令和２年度末で期間満了となることから、改訂版を策定します。
2. 計画の位置づけ

鳥取市環境基本計画（以下、本基本計画という。）は、上位計画である鳥取市総合計画を環境面から推進する分野別計画です。本市における環境に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、地球環境及び鳥取市の環境の現状と課題を踏まえた上で、市民、事業者、市の各主体がそれぞれの視点、立場からよりよい環境を保全、創造していくために必要な取組みの基本方針について定めるものです。本基本計画の推進により、鳥取市の自然環境、生活環境を守り育て、地球環境への負荷を最小限に抑えることを目的とします。
鳥取市地球温暖化対策実行計画（以下、本実行計画という。）には、市の事務及び事業に伴う、温室効果ガスの排出量の削減を図るための事務事業編と、市域から排出される温室効果ガスの削減を図るための区域施策編があります。区域施策編は、現行の第２期鳥取市環境基本計画に内包していますが、この度の改訂では、環境分野の個別計画として事務事業編と合わせて策定します。








3. 計画の対象とする範囲
本基本計画及び本実行計画が対象とする範囲は、下記のとおりです。また、本実行計画（事務事業編）では、市役所全ての事業活動を対象とします。
	地球環境
	地球温暖化、エネルギーなど

	自然環境
	生物、森林、農地、河川、海など


	資源循環
	廃棄物・リサイクルなど

	生活環境
	大気、水質、騒音・振動、悪臭など

	都市環境
	景観、公園、緑地など

	環境活動
	環境教育・環境学習、環境啓発など


4. 計画の期間

第2期鳥取市環境基本計画の期間は、社会的情勢や本市の最上位計画である鳥取市総合計画の基本構想等により10年間としていました。

第3期鳥取市環境基本計画の期間も同様に、令和３年度から令和12年度までの10年間とします。

なお、10年の期間内であっても、計画の進捗状況や環境問題における情勢の変化を踏まえ、適宜、計画の見直しを行います。
5.計画の主体

本基本計画及び本実行計画（区域施策編）の主体は、現行計画と同様に、市民・事業者・市（以下「各主体」という。）とします。各主体は、それぞれの立場で役割を担い、相互にパートナーシップを築きながら、自主的かつ積極的に行動することとします。
また、本実行計画（事務事業編）は、本市全職員で取り組みを進めていきます。
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環境分野の計画


・鳥取市地球温暖化対策実行計画


　（事務事業編/区域施策編）


・鳥取市一般廃棄物ごみ処理基本計画









